
令和４年度
二級水系流域治水協議会

（幹事会）

３ 関係機関からの情報提供
・佐賀地方気象台
・北部九州土地改良調査管理事務所
・佐賀県河川砂防課（地方債の活用）
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佐賀県二級河川流域治水協議会 幹事会

クリーク先行排水の令和４年度実施状況について

令和５年２月

九州農政局北部九州土地改良調査管理事務所
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農地・農業水利施設を活用した流域の防災・減災の推進（「流域治水」の取組）

○ 都市・市街地の近傍や上流域には、水田が広がり、多くの農業用ダム・ため池・排水施設等が位置している。これ
らの農地・農業水利施設の多面的機能を活かして、あらゆる関係者協働の取組である「流域治水」を推進。

農業用ダム

排水機場

水路・クリーク

ため池

都市・市街地

排水施設等の活用

○ 農業用の用排水路や排水機場・樋門等は、市
街地や集落の湛水も防止・軽減。

【施設の整備等】
○老朽施設改修､ポンプ増設、降雨前の排水操作等

排水機場と周辺の市街地

水田の活用（田んぼダム）

【施設の整備等】
○水田整備､田んぼダムの取組促進

○ 田んぼダム（排水口への堰板の設置等による流
出抑制）によって下流域の湛水被害リスクを低減。

堰板

一時的に田んぼに貯留

調整池

農業用ダムの活用
○ 大雨が予想される
際にあらかじめ水位を
下げること等によって
洪水調節機能を発揮。
○ 降雨をダムに貯留
し、下流域の氾濫被害
リスクを低減。

【施設の整備等】
○施設改修､堆砂対策､施設管理者への指導･助言等

事前に水位低下

大雨に
よる流入

各地区の状況に応じて、放流
水を地区内の調整池等に貯留

排水樋門

ため池の活用

【施設の整備等】
○堤体補強､洪水吐改修､施設管理者への指導･助言等

○ 大雨が予想される際に
あらかじめ水位を下げる
ことによって洪水調節機
能を発揮。

○ 農業用水の貯留に影響
のない範囲で、洪水吐に
スリット（切り欠き）を
設けて貯水位を低下させ、
洪水調節容量を確保。

スリット設置の例

水路・クリーク

田んぼダム堰板の例
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有明排水路

先行排水取組市町

【凡例】

先行排水実施個所（国営クリーク）

先行排水実施個所（県営クリーク）

クリーク先行排水位置図

※令和４年度にクリーク先行排水の取組を実施した市町を着色
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撮影日：令和2年9月7日

撮影日：令和2年9月10日

【先行排水中】

【通常時】

江北町

大町町

白石町

小城市
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クリーク先行排水について（令和４年度実績）

① ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨＝⑤＋⑧

1回目 6月20日 ～ 6月21日 69

2回目 7月4日 ～ 7月5日 19

3回目 7月15日 10

4回目 7月17日 ～ 7月20日 144

5回目 8月16日 ～ 8月18日 259

6回目 9月5日 ～ 9月6日 25

7回目 9月17日 ～ 9月19日 49

佐
賀
県

先行排水
実施回数

降雨日

降雨量

（mm/期間降
雨量）

②

令和４年度先行排水実績（概略）

管理水位（田面高～田面-
1.0m）での　洪水貯留可能

容量
（のべ　百万m3）

※クリーク全延長での容量

先行排水による
洪水貯留可能容量
（のべ　百万m3）

水位低下量【取
組水路における

平均】
（m）

11.3 107.8佐賀市、小城市、神埼市、吉野ヶ里町、みやき町、大町町、
江北町、白石町

総洪水貯留可能容量
（のべ　百万m3）

先行排水

96.5 6,797

取組水路延長
（のべ　km)

※クリーク全延長
1520km

0.38

先行排水取組市町

⑦先行排水による

水位低下量

1.0m

クリーク先行排水イメージ

▽先行排水後水位
▽管理水位（田面下1.0ｍ）

⑤管理水位での

洪水貯留可能容量 ⑨総洪水貯留可能容量

⑧先行排水による

洪水貯留可能容量

・２５ｍプール（600m3/杯）の

約18万杯に相当

・PayPayドーム（176万m3）の

約61個分に相当
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地方債の活用

○地方公共団体が単独で実施する「防災・減災、国土強靭化対策」及び「公共施設等の老朽化
対策」を推進するため、地方債制度により、国土交通省と総務省が協調して支援を実施。

公共施設等適正管理推進事業債
【事業期間】
令和４年度 ～ 令和８年度

【地方財政措置】
起債充当率９０％ 交付税措置率３０～５０％

緊急浚渫推進事業債
【事業期間】
令和２年度 ～ 令和６年度

【地方財政措置】
起債充当率１００％ 交付税措置率７０％

防災・減災に資する河川改修等

緊急自然災害防止対策事業債
【事業期間】
令和３年度 ～ 令和７年度

【地方財政措置】
起債充当率１００％ 交付税措置率７０％

計画的な維持管理のための浚渫 河川管理施設の老朽化対策

【主な要件等】
地方単独事業として実施される事業のうち以下のもの
○国庫補助の要件を満たさない河川改修等
・総事業費１０億円未満の一級、二級河川の改修
・総事業費４億円未満の準用河川の改修
・普通河川の改修
など

○流域治水プロジェクトに位置づけられた流域対策
・雨水貯留浸透施設の整備、二線堤の築造

・移動式排水施設の整備
など

【主な要件等】
地方単独事業として実施される事業のうち以下のもの

○一級河川、二級河川、準用河川、及び普通河川に
おける緊急的に実施される浚渫

【主な要件等】
地方単独事業として実施される事業のうち以下のもの

○排水機場、水門、樋門・樋管等の機能に致命的な
影響を与えない部分の改修

○樋門・樋管等において国庫補助の要件を満たさな
い規模（事業費が概ね5千万円未満）の改修・更新

○護岸・堤防の改修

〇ダム本体及び周辺施設等において国庫補助の要
件を満たさない規模（事業費が概ね4億円未満）の
改修・更新

フラップゲートにおける活用事例

Before After
Before After

普通河川における活用事例

移動式排水施設の整備

Before After

準用河川における活用事例
AfterBefore

普通河川における活用事例

平野川（多久市）

百木川（武雄市）
ひので（佐賀土木） きぼう（杵藤土木）

河川砂防課

２
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